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１．はじめに

　企業は差異化技術に裏打ちされた新製品を継続的

に創出し他社に先駆けて市場に投入することで競争

優位性を確保し、成長を遂げてきた。今日のグロー

バル競争下では、企業が将来の競争優位性を確保す

るための布石として研究開発が益々重要となってい

る。

　しかし、製品ライフサイクルの短命化の進展や顧客

ニーズの多様化の加速により、顧客の顕在ニーズに基

づいた新製品開発では差異化技術の確立が時間的に困

難であることに加え、研究部門が製品開発に先駆けて

準備した技術成果が新製品に結びつかないという問題

が顕在化した（安部 , 2004）。

　本研究はこの問題に着目し、企業の将来の競争優位

性の源泉となる製品開発に先駆けて準備される差異化

技術を着実に新製品に結びつけるために、研究と製品

開発とをつなぐ技術開発ステージに注目し、そのステ

ージでの有効なマネジメントを事例分析により明らか

にすることを目的とする。
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要　旨

　産業用制御機器の製造企業における実際の技術開発事例の分析を通して、技術成果を着実に開発ステージに
結びつけるための技術開発ステージにおけるマネジメントを明らかにした。リーダーのマネジメントが技術移
管の成立に大きく影響する。効用の予測と技術シーズの競争優位性の検証をともに実施すること、および技術
成果の受け取り手である開発部門が技術開発に深く関与することが技術移管の成立に有効である。

ABSTRACT
　We examined effective management during the Technology Development Stage in the innovation process 
of a Japanese industrial control equipment corporation in order to tie an innovative technological result to 
a new product by means of a case study. Our findings show that the management of a project leader during 
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２．研究のフレームワーク

２-１．本研究の視点
　本研究が立脚している研究開発プロセス研究の視点

について述べる。

　研究開発を研究から製品開発への一連のプロセス

と捉えた場合、技術成果を次の製品開発に結びつけ

るためには数年先に要求される製品や機能に要求さ

れる技術をあらかじめ予測し準備する必要がある。

「顧客ニーズの理解」が新製品開発の最も重要な成功

要因と言われるように（川上 , 2006）、顧客ニーズが

将来の製品や機能の決定に影響を及ぼすと考えられ

る。

　このような環境認識の下、技術成果を着実に製品

開発につないでいくという視点から、需要プル論を

前提とするリニアモデルで、顧客ニーズを起点とす

るマーケティングモデル（川上 , 2006. p.44）の立場

をとる。

２-２．技術開発活動とその位置づけ
　藤本 （2006）は、深層の競争力としての製品開発

前に先行的に取り組まれる技術開発の重要性を指摘

し、先行的な技術開発を専門に担当する組織が設け

られている自動車メーカーの例を報告している。浅

井 （2006）は、研究開発活動の分析および評価の

視点に関する研究において、企業の研究開発活動を

従来の研究と製品開発に技術開発を加えた３つの活

動で定義している。このように、我が国の製造業の

研究開発現場では研究と製品開発との間に研究成果

の技術シーズを新製品に適合させるために技術の精

練や確立、ならびに擦り合わせが行われる（古田 , 

2006）技術開発ステージが存在する（浅井 , 2006/ 

長谷部 , 2006）と考えられ、本研究では図１に示す
「研究」「技術開発」「製品開発」というステージ区分

で議論する。

　各ステージの担当部門は企業により異なり（藤本 , 

2006）、特に技術開発と製品開発の担当部門が異なる

場合、技術開発ステージから事業化を前提としている

製品開発ステージへの技術の橋渡し（「技術移管」と

呼ぶ）には困難をともなう（安部 , 2004）。

 

２-３．先行研究における未解明な課題
　先行的な技術開発活動は企業によっては軽視されて

きた（藤本 , 2006）こともあり、技術開発ステージ

に関する研究はほとんどなされてこなかった。

　本研究に示唆を与えると考えられる先行研究に開発

ステージを製品開発段階とその前段階とに区分したフ

ァジーフロントエンドモデルの研究がある。例えば

Verworn et al.（2008）は、開発前段階での顧客ニー

ズの理解や顧客要求の技術への反映、新製品開発への

経営の関与や新製品アイデアの社内の横断的な評価、

可能な限り綿密な計画の策定などの活動が新製品開発

の成功に重要であることを明らかにした。しかし、彼

らの研究は製品開発ステージを対象としているため、

技術開発ステージまで遡及した研究とはなっていな

い。

　また Cooper（2001）は、新製品開発ステージとそ

の上流の「Tech. Development ステージ」を連結した

StageGate-TD モデルを提唱し、Tech. Development ス

テージでの活動と評価の視点を示したが、研究と技術

開発の明確な区別はなく、技術成果を製品開発に結び

つけるためのマネジメントに関しては述べられていな

い。

　以上のように、先行研究では研究と製品開発をつな

ぐ「技術開発ステージ」の重要性は指摘されるも、そ

の連結機能を有効に働かせるためのマネジメントに関

する具体的な研究はなされてこなかった。

２-４．研究のフレームワーク
（１）技術開発の成功の定義

　製品開発に先駆けた技術開発において、技術目標の

達成が必ずしも製品開発に結びついていない（安部 , 

2004）。本研究では、差異化技術を着実に新製品に結

びつけることが将来の企業の競争優位性を確保するた

めの必要条件と考え、技術開発の成功を「技術移管の

成立」と定義する。

（２）研究のフレームワーク

　先行研究で明らかにされた新製品開発における成功

要因などを参考に、技術開発への影響要因の検討を行

図１　技術開発ステージの位置づけ 図２　研究のフレームワーク
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った。図２に本研究のフレームワークを示す。
　前述のとおり新製品開発の最も重要な成功要因とし

て顧客ニーズの理解があり（川上 , 2006）、製品開発

の上流に位置する技術開発ステージにおいても将来

の顧客ニーズがその結果に影響を及ぼすと考えられ

る。

　Cooper（2001）が新製品開発の成功要因として競

争優位性を挙げているように、技術（シーズ）の競争

優位性は製品開発においてその技術を採択するかど

うかの判断基準となると考えられる。

　桑嶋ら（2001）や Verworn et al.（2008）の研究

などから、下流ステージの担当部門の関与がステージ

の移行に重要な役割を果たすことが示唆される。本研

究では技術開発と製品開発の担当部門が異なる場合を

想定し、技術成果の引き取り手として製品開発を担当

する開発部門の関与が技術移管の成否に影響を及ぼす

と考えられる。

　また、新製品開発結果には外部環境の変化よりもマ

ネジメントが大きく影響することが指摘されている

（Cooper, 1979）。技術開発においても、それを担当す

るリーダーのマネジメントが技術移管の成否に影響を

及ぼすと考えられる。

　技術の新規性や経営の関与も新製品開発結果に影響

を及ぼすことが明らかにされている（Verworn et al., 

2008）が、競争優位性の構築には新規性の程度に関

わらず技術成果を製品開発に結びつけることが必要で

あり、また技術開発ステージでは製品コンセプトや明

確な仕様も存在せず、事業への影響が不確実で小さい

と考えられるため本研究では影響要因からは除外す

る。

３．事例の分析

３-１．事例の収集と概要
（１）事例の収集と分析方法

　技術開発事例は産業用制御機器メーカーＡ社の技術

開発ステージを担当する研究部門にて、製品開発に先

駆けて取り組まれた技術開発テーマ（プロジェクト）

を対象として無作為に収集した。今回、産業用制御機

器メーカーを調査対象に選定した理由は、①技術開発

ステージが存在する擦り合わせ型製品の製造企業であ

り、②様々な製造業を顧客とし、新しい機能の新製品

のみならず成熟した汎用製品も取り扱っており、市場

および技術の不確実性の適度なばらつきを有している

と考えられたためである。

　影響要因と技術移管の成立の可否については、技術

開発の企画・計画書や評価会議の議事録などのドキュ

メント調査に基づいて著者が評価するとともに、その

技術開発の担当リーダーや技術開発を管理するスタッ

フ部門へのインタヴューなどで確認することで、評価

の信頼性を担保した。

　影響要因が技術移管の成立に及ぼす影響について

は、ノンパラメトリクスなχ二乗統計分析を用いて検

証した。また、その結果に基づき成果報告書やリーダ

ーへのフリーディスカッションによるインタヴュー調

査から技術移管が失敗に至った原因を明らかにし、そ

れらの共通項から技術開発ステージにおけるマネジメ

ントの問題点を明らかにした。

（２）Ａ社の概要

　Ａ社はこれまでも革新的な技術を開発し、競争力の

ある新製品を世の中に先駆けて送り出してきた技術指

向型のものづくり企業で、平成 20年３月期の売上高

実績は３千億円を超える。主力製品はセンサーやメ

カニカルコンポーネントなどの擦り合わせ型製品であ

り、顧客は主に電子・電気機器、機械などの製造業で

ある。

　研究および技術開発は主に研究部門が、製品開発は

事業部に属する開発部門がそれぞれ担当する。技術

成果は開発部門も交えて客観的な指標に基づいて評価

され、その結果として開発部門への技術移管が決定さ

られる。技術のロバスト性などの評価結果によっては

研究部門から開発部門への人的異動が行われ、開発部

門で移管された技術を採用した製品の開発が開始され

る。

（３）事例の概要

　33件の事例（成功事例：７件、失敗：26件）を収

集した。技術領域別には、デバイス・モジュール技術 

９件（成功：２件、失敗：７件）、センシング技術９件（成

功：２件、失敗：７件）、生産技術 10 件（成功：３件、

失敗：７件）、およびその他の技術 ５件（成功：０件、

失敗：５件）と、大きく４つの技術領域でほぼ同数の

事例を収集することができた（図３）。
　不確実性の程度は、市場および技術の新規性の程度

として表され（Herstatt et al., 2004）、本事例の技術・

図３　事例のプロファイル
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市場の不確実性の程度は適度にばらついて

いることが確認できた。横軸の「既存市場」

とは既存製品の性能向上を狙いとした技術

の開発を、「新規市場」とは新機能の提案や

新規顧客を対象とした技術の開発を言う。

　成功事例数は技術領域および技術の新規性

の観点でほぼ同程度であった。また市場の新

規性の観点では、既存市場での成功事例数が

多いという結果を得た。

 

３-２．事例の分析結果
（１）フレームワークに基づく分析

① 顧客ニーズ

　「顧客ニーズの理解」は新製品開発の重要

な成功要因であり（川上 , 2006）、技術移管

の成立への影響が示唆される。しかし、技

術開発ステージでは顧客もまだ明確なニー

ズを持っておらず（Lester et al., 2004）、研

究部門が明確なニーズを理解し、それを技

術目標に反映することは困難であると考えら

れる。したがって、技術開発ステージにおい

ては顧客の未充足ニーズとそれが解決できた

ときの効果、すなわち効用を検討し、その予

測を立てることが有効であると考えられるの

で、以下の帰無仮説 Ｈ 10 を設定し検証した。
Ｈ 10：顧客の効用の予測は技術移管の成立には寄

           与しない。

　χ二乗統計分析の結果、表１に示す通りＨ 10 は有
意水準５％で棄却され（χ 2 ＝ 4.721）、顧客ニーズ

検討の有効性が示された。

 

② 技術シーズの競争優位性

　技術的な競争優位性は、新製品に新たな技術を採択

する時の必要条件のひとつと考えられる。特にグロー

バル競争下の今日においては、直接的な競合技術のみ

ならず、その技術にとって代わる可能性のある技術（本

稿では「代替技術」と記す）に対しても競争優位性を

確保する必要があると考えられたので、以下の帰無仮

説 Ｈ２0 を設定し検証した。
Ｈ２0：代替技術も含めた技術シーズの競争優位性の検証は、

　　　技術移管の成立に寄与しない。

　χ二乗統計分析の結果、表２に示す通りＨ 20 は有
意水準５％で棄却され（χ 2 ＝ 3.997）、技術シーズ

の競争優位性の検証の重要性が示された。 

 

③ 開発部門の関与

　桑嶋ら（2001）の研究事例などから、下流ステー

ジを担当する組織の関与が技術移管の成立に影響する

ことが示唆される。彼らの研究は創薬と言うプロセス

（加工）系製品の研究開発プロセス関する研究であり、

本対象の産業用制御機器のようなディスクリート（組

立）系製品とは異なるが、ディスクリート系製品であ

っても下流ステージを担当する組織の関与が次ステー

ジへの移行に重要な役割を果たすと考えられるため、

以下の帰無仮説 Ｈ 30 を設定し検証した。
Ｈ 30：開発部門の技術開発ステージへの関与は、技術移管

　　　の成立に寄与しない。

　「関与」と一口で言ってもそのレベルは様々である。

これまでの先行研究では関与のレベルについては言及

されていない（Verworn et al., 2008）ため、そのレベ

ルを考慮せずに分析した。

　χ二乗統計分析の結果、表３に示す通りＨ 30 は有
意水準５％で棄却されず（χ 2 ＝ 2.843）、技術開発

への開発部門の関与には有意差は認められなかった。

④ マネジメント（技術開発計画の見直し）

　新製品開発結果には外部環境変化よりもマネジメン

トの影響が指摘されている（Cooper, 1979）。技術開

発においても、技術開発の実行中にニーズとシーズの

技術的な乖離など開発環境の変化が発生した場合はリ

ーダーの判断で技術開発計画は見直されると考えられ

るため、リーダーのマネジメントが技術移管の成立に

効用の予測 技術移管の成立 計（件数） χ二乗分析結果
成功 失敗

はい ５ ７ 12 確　率 0.030

いいえ ２ 19 21 自由度 1

計（件） ７ 26 33 χ 2 4.721

表１　効用の予測と技術移管の成立

代替技術との
優位性の検証

技術移管の成立 計（件数） χ二乗分析結果
成功 失敗

はい 4 5 9 確　率 0.046

いいえ 3 21 24 自由度 1

計（件） 7 26 33 χ 2
3.997

表２　代替技術との競争優位性検証と技術移管の成立

開発部門の
関与

技術移管の成立 計（件数） χ二乗分析結果
成功 失敗

はい 7 18 25 確　率 0.092

いいえ 0 8 8 自由度 1

計（件） 7 26 33 χ 2
2.843

表３　開発部門の関与と技術移管の成立
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影響を及ぼすと考えられる。Ａ社では技術開発計画の

見直しはリーダーの判断のもと修正案が提案され、評

価会議で審議され、最終的に技術部長により決裁され

ることから、「技術開発計画の見直し」を代用指標と

して評価することとし、以下の帰無仮説 Ｈ 40 を設定

し検証した。
Ｈ 40：企業内外の環境変化に対応した技術開発計画の修正・

　　　変更は、技術移管の成立に寄与しない。

　ここで言う環境変化とは、事業環境や顧客状況の変

化、新たな競合技術や製品の出現、技術開発活動によ

り新に判明した事実など、技術開発に影響を及ぼす可

能性のある変化をいい、ドキュメント調査やインタヴ

ューなどからリーダーが技術開発結果に影響を及ぼす

可能性のある環境変化を認識していた 15事例につい

て分析を行った。

　χ二乗統計分析の結果、表４に示す通りＨ 40 は有
意水準５％で棄却されず（χ 2 ＝ 2.019）、技術開発

計画の見直しは技術移管の成立に影響を与えていなか

った。 

 

⑤ 効用の予測と技術の競争優位性検証の相補関係

　Ｈ 10 より効用の予測が、Ｈ 20 より技術シーズの代

替技術をも対象とした競争優位性の検証が技術移管の

促進に有意性のあることが明らかとなったが、効用の

予測を行ったにもかかわらず失敗した事例が７件、代

替技術をも対象とした技術シーズの競争優位性の検証

を行ったにもかかわらず失敗した事例が５件と、とも

に成功事例を上まわっている。この中で効用の予測が

立てられ、かつ代替技術も含めた技術シーズの競争優

位性の検証がなされたが成功に至らなかった事例は１

件であった。

　このことから、効用の予測と代替技術をも

対象とした技術シーズの競争優位性の検証を

ともに実施することが技術移管の成立により

強く寄与すると考えられたため、新たに以下

の帰無仮説Ｈ 50 を設定し検証した。
Ｈ 50：効用の予測と代替技術までを含めた技術シ

          ーズの競争優位性の検証をともに実施して

          も、技術移管の成立に寄与しない。

　χ二乗統計分析の結果、表５に示す通りＨ 50
は有意水準５％で棄却され（χ 2 ＝ 12.214）、

両者の補完性が確認された。

 

（２）インタヴュー調査による詳細分析

　４つの影響要因が技術移管の成立に及ぼす

影響についての原因を追究するため、失敗事

例のリーダーに対し失敗原因に関するインタ

ヴュー調査を実施した。インタヴューはフリ

ーディスカッション形式で行い、リーダーが

失敗原因と捉えている事象（変化点や自身のマネジメ

ントなど）について自由に発言してもらった。

① 効用の予測と技術の競争優位性検証の相補性

　Ｈ 10、Ｈ 20、およびＨ 50 から、効用の予測および

技術シーズの優位性検証の少なくとも一方の取り組み

だけでは技術移管の成立に結びつきにくい原因を追究

するため、失敗事例のリーダーに対してインタヴュー

を実施した。効用の予測が立てられていたにも関わら

ず失敗した事例では、リーダーおよびメンバーの技術

シーズや規格に関する知識・経験の不足、技術的優位

性の検討不足、ならびに過去に成功経験のある技術シ

ーズへの過度の信頼など、技術の不確実性の認識と低

減が十分に行われていなかった。

　競争優位性の検討が行われた事例では、技術シーズ

の技術的強みを拠所として、目標として設定した機

能や仕様を満足する技術の開発に終始した、つまり市

場との関わりをあまり意識しないマネジメントが行わ

れ、目標として設定した機能や仕様に存在する市場の

不確実要素が低減されることなく、目標の実現に向け

た技術開発が淡々と進められていた。

② 効用の予測の失敗

　顧客ニーズの把握における顧客および開発部門と

の相互作用の実態についてのインタヴュー調査の結

果、リーダーたちは、顧客から有用な情報を聞き出

すために具体性のある試作品の提示を前提として顧

客と接触し、開発部門との接触に当っては、ある程

度完成した技術の提示を前提としていたことがわか

った。以上から、リーダーたちは、顧客や開発部門

開発計画の見
直し・修正

技術移管の成立 計（件数） χ二乗分析結果
成功 失敗

はい 2 6 8 確　率 0.155

いいえ 0 7 7 自由度 1

計（件） 2 13 15 χ 2 2.019

表４　技術開発計画の見直しと技術移管の成立

効用の予測と
代替技術検討

技術移管の成立 計（件数） χ二乗分析結果
成功 失敗

両方実施 4 1 5 確　率 0.002

一方のみ 1 10 11 自由度 2

実施せず 2 15 17 χ 2 12.214

計（件） 7 26 33

表 5　効用予測および代替技術検討と技術移管の成立



44

日本MOT学会による査読論文（2011-2）

との接触に当って十分に顧客の潜在ニーズを検討し設

定することなく、単に試作品や開発している技術に

ついての顧客や開発部門の「顧客の声（VOC; Voice 

of Customers）」の収集を行っていたものと考えられ

る。技術開発ステージのような研究開発の早いステー

ジにおいては、顧客自身も明確にニーズを意識してい

るわけではなく、当然のことながら開発部門でも顧客

ニーズを把握できているとは限らないため、顧客には

ニーズならびに効用を意識させ、開発部門とはともに

顧客のニーズを予測するためのコミュニケーション

（Lester et al., 2004. p.76）ができていなかったと考

えられる。

③ 開発部門の関与

　開発部門の関与が技術移管の成立に寄与しなかった

ことに関するインタヴュー調査の結果、リーダーから

開発部門の第三者的な対応を課題視する意見が聞かれ

た。このことから、開発部門の関与があったにもかか

わらず失敗した事例では、開発部門の関与レベルが浅

かったと考えられたため、関与レベルが技術移管の成

立に与える影響についてあらためて検証を行った。関

与レベルとして、①開発部門から研究部門に対してリ

ソース（人・資金）の提供を行った場合、②開発部門

でも独自にその技術を利用した製品化に向けた事前検

討活動がなされた場合、③研究部門での活動の情報収

集のためにレビューに参加した場合、④研究部門から

のレビュー参加要請に応える場合などが考えられる。

この①、②の場合においては、開発部門か積極的に深

く関与したと考えられることから、以下の帰無仮説Ｈ

60 を設定し検証を行った。
Ｈ 60：開発部門の関与レベルは、技術移管の成立に寄与し

　　　ない。

　χ二乗統計分析の結果、表６に示す通りＨ 60 は有
意水準５％で棄却され（χ 2 ＝ 5.802）、開発部門が

技術開発に深く関与することが技術移管を促進するこ

とが明らかとなった。

④ マネジメント（技術開発計画の見直し）

　技術開発計画の見直しを行った２件の成功事例で

は、市場性・成長性が期待できるアプリケーション（問

題）の発見、および確実に性能が向上する改

善方法（解）の発見をトリガとした不確実性

の低減を伴った見直しが行われていた。技術

開発計画の見直しをしたにもかかわらず失敗

した６件の事例については、技術開発ステー

ジの比較的早い段階での開発部門などからの

より難易度の高い技術目標への変更要求に対

応した見直しであり、計画の見直し後にも多

くの不確実性要素が存在していたことが容易

に想像できた。

　一方注目すべきは、技術移管の成立に影響が及ぶ変

化をリーダーたちが認識しつつも、それが判明した時

点で開発計画が見直されなかった事例が７件存在し、

全て失敗に至っていることである。これらの事例に共

通していることは、彼らが「技術は、ほぼ完成している」

という認識を持っていたことである。そのために環境

変化の影響を過小評価し、その時点で実現している技

術レベルでの移管を急ぐあまり、当初計画のまま技術

開発を継続するという意思決定を行っていた。

４．結論

　本研究の結論は次のとおりである。

① 技術開発ステージでの顧客の効用の予測ならびに

代替技術も含めた技術シーズの競争優位性の検証が技

術移管の成立には有効であり（帰無仮説Ｈ 10 および

Ｈ 20 の棄却）、これらをともに実行することは技術移

管の促進に有効である（帰無仮説Ｈ 50 の棄却）。特に

効用予測に失敗する原因として、研究部門が顧客ニー

ズを把握するために下流とのコミュニケーションにお

いて顧客への試作品の提示や開発部門への開発技術の

提示が前提となっており、真の双方向的なコミュニケ

ーションが成立していなかった可能性が示唆された。

② 開発部門の技術開発ステージへの関与は研究部門

から開発部門への技術移管の促進要因として有意差

はない（帰無仮説Ｈ 30 が棄却されない）。しかし、開

発部門から研究部門にリソース（人・資金）の提供が

行われたり、開発部門で独自にその技術に関する事前

検討が行われたりするなどの重い関与があるときの

み技術移管の促進要因として捉えることができ（帰無

仮説Ｈ 60 の棄却）、開発部門の技術開発への関与のレ

ベルにより結果が異なることを明らかにした。

③ 技術開発計画の見直しは技術移管の成立には寄与

しない（帰無仮説Ｈ 40 が棄却されない）。環境変化に

よる技術開発計画の見直しは難易度の高い技術目標へ

の変更をともなうことが多いためであり、アプリケー

ションの発見や技術のブレークスルーにともなう見直

開発部門の
積極的関与

技術移管の成立 計（件数） χ二乗分析結果

成功 失敗

はい 5 6 11 確　率 0.016

いいえ 2 20 22 自由度 1

計（件） 7 26 33 χ 2
5.802

表 6　開発部門の関与レベルと技術移管の成立
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しにのみ成功事例が認められた。一方、環境変化を認

識しつつも技術開発計画を変更しなかった全事例が失

敗に終わっており、環境変化時の技術開発計画の修正

の必要性が確認された。

５．考察

　事例の分析結果から、技術成果が製品開発に結びつ

かない原因は技術開発ステージを担当するリーダーの

マネジメントにあり、技術開発活動が不確実性の低減

に結びついていないことにあると考えられる。

　リーダーたちが環境変化を認識しつつも「技術開発

計画の見直し」を実施せず、当初設定した目標の達成

を最優先に取り組んだ結果、それらに含まれる不確実

性が技術開発によって低減されぬまま「確実性のある

目標」という誤った認識がリーダーに形成され失敗に

至った事例が確認でき、リーダーたちが技術目標を実

現するためのタスクに重点をおいたマネジメントを行

っていた可能性が示唆された。このことから、環境変

化時の技術開発計画の修正・変更は技術移管の成立に

寄与する可能性は小さいものの、その必要性をリーダ

ーに認識させることが求められていると言えよう。

　技術移管の成立には技術の受け取り手である開発部

門の承認が不可欠である。これは、開発部門が技術の

価値を理解することに他ならず、開発部門の技術開発

への深い関与はその理解を高めることにつながってい

ると考えられる。

　効用の予測と技術シーズの競争優位性の検証をとも

に実施することが技術移管の成立を促進することへの

対処法として、技術開発ステージの早い段階で選択し

た技術シーズならびに予測した顧客ニーズに含まれる

不確実な要素を明確にし、技術開発活動の中でそれら

を意識し、また意識させて着実に低減させるマネジメ

ントを心がけることが有効であると言える。

　本研究では、研究と製品開発の間の「技術開発ステ

ージ」の分析に焦点をあて、製品開発に先駆けて準備

され開発される技術成果を製品開発ステージに結び

つけるための有効なマネジメント方法を４つの影響

要因から分析した。しかし、本研究は１企業での開発

事例を対象に実施したため、業種や製品による差異の

有無は明らかになっていない。また、製品開発に先駆

けて取り組まれる技術開発ステージを対象としたた

め、技術開発ステージでのマネジメントと製品開発の

成功との関係までは明らかにできていない。今後その

ような観点でのさらなる研究の積み重ねが必要であ

る。
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